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I．序　論

日本における児童虐待の現状について、平成 25 年度

において児童相談所での児童虐待対応件数は前年度と

比較しておよそ 7,000 件の増加が見られ年々増加して

いる。死亡した子どもの年齢は、0 歳が 22 人と全体の

43.1% と最も多く、0 日・0 か月の乳児の死亡事例が、

0 歳児の死亡事例の半数を占めている。主たる加害者は

実母が全体の 57.3％と最も多い。実母には、母子健康

手帳の未発行や妊婦健康診査の未受診、望まない妊娠、

配偶者からの暴力のような問題を抱えていることが厚

生労働省の調査や先行研究にて明らかにされている。

海外では虐待への施策が早期にされ、国内でも乳児を

含める児童虐待に対する施策が改正されてきたにも関

わらず、乳児虐待の防止の成果が顕著に見られない。

乳児虐待に至る前にスクリーニング機関である行政機

関、医療機関等が、虐待のリスクを知ることのできる

妊娠初期や妊婦健康診査 ( 以下妊婦健診）時という重要

な時期に関与できていない可能性がある。虐待により

死亡した児の半数が 0 歳児であることから、乳児期に

おける虐待リスクの回避が重要である。さらに、虐待

の早期発見、周産期からのエジンバラ産後うつ質問票

( 以下 EPDS) 等を使用したリスクの把握、予防的な介

入および組織的なケアが必要であること等が明らかに

なっている ( 橋本 , 2014) が、乳児虐待軽減が見られた

のかどうか明らかにしている文献は少なく乳児への虐

待は依然として存在する。そこで本研究では、実際の

乳児虐待防止の具体的な取り組みと経過について明ら

かにし、周産期における乳児虐待防止のありかたにつ

いて考察する。そして今後の乳児および児童虐待軽減

に向けた取り組みについて示唆を得ることを目的とし

た。

	

Ⅱ．研究方法

１．用語の定義
本研究において、乳児における虐待防止について

「乳児虐待防止」と定義し使用する。

２．文献収集方法
国内においては医学中央雑誌 web（ver.5）およ

び J DREAM Ⅲを使用した。正確な文献件数を知るた

めに、前者はデータベース登録開始年から 2015 年

10 月 8 日現在、後者はデータベース登録開始年から

2015 年 3 月 17 日現在までのものを対象とした。ま

た国外では具体的な乳児虐待防止の取り組みがなさ

れているため、国外文献も収集の対象とした。デー

タベース登録開始年から 2015 年 10 月 9 日現在まで

のものを対象とし、Cochrane Library、PubMed を使

用し収集した。国内文献において、検索式は表題に
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則したキーワードを選定し、「周産期 AND 乳児 AND 

虐待防止」とした。その後、熟読し乳児虐待防止の

具体的取り組みと経過について明確に記されている

文献を抽出した。国外文献のデータベースについて

は、The Randomized controlled trial（以下、RCT と

する。）を中心に、世界中の臨床試験の Systematic 

Review を行っている The Cochrane Library および、

医学の知見について幅広く扱っている PubMed を対

象に、検索を行った。キーワードは国内文献と同じ

ように、「abuse prevention」「perinatal」「infants」

とし、エビデンスレベルの高い文献を選定しより乳児

虐待防止の具体的取り組みが書かれているものを抽

出するため、Meta-analysis、Randomized Controlled 

Trial、Systematic Review に限定し検索し、本研究の

目的に合致しかつ「乳児虐待」について記されてい

る論文について選定した。

３．文献分析方法
文献を熟読し、乳児の虐待について記載のある対

象文献に決定し、その概要について、表題・研究対

象者、対象者、研究方法、結果に分類した。また国

内論文、国外論文ごとにデザイン、年次をまとめた。

その後周産期における乳児虐待の防止の実態、具体

的取り組みについて取り組みを行っている対象者お

よび内容、経過について分析し、妊娠期、分娩期、

産褥期、育児期において内容の類似しているものを

分類し、カテゴリー化を行った。文献の収集および

分析においては、助産学のスーパーバイザーの指導

のもと進めた。

Ⅲ．結　果

１．概要
本研究の文献収集方法によって検索を行った結果

国内文献は 8 件、国外文献は 5 件が該当し、対象文

献は合計で 13 件となった。国内文献では、2001 年

から 2010 年までの 10 年間に文献が発行されてお

り、そのうち実践報告が 6 件、半構造化面接を用い

た質的研究が 1 件、症例報告が 1 件となっていた。

対象は医療従事者が 7 件、小児科医のみが対象のも

のが 1 件であった。国外文献は 2000 年から 2014

年の間に発行され、研究デザインについては、シス

テマティックレビューが 4 件、ランダム化比較試験

が 1 件であった。対象は、スタッフが 3 件、医師お

よび特定疾患を専門に研究している学者対象のもの

は 1 件であった。

２．周産期における乳児虐待防止の実態
周産期における乳児虐待防止の実態について記述

されている内容を、カテゴリー、サブカテゴリ―と

した（表 1）。その結果、周産期における乳児虐待

防止の実態について、カテゴリーは 5 項目、26 項

目のサブカテゴリーが導き出された。カテゴリーは

【　】、サブカテゴリ―は〈　〉とした。

１）【妊娠期におけるリスクの早期発見と対応】

乳児虐待のリスクを最も早期に発見できる妊

娠期は、妊娠が分かり最初に専門職と関わった時

期で、6 つのサブカテゴリーに分類できた。〈リ

スクのある妊婦への初期対応の工夫〉において保

健機関ではリスクを早期発見した後の支援へと

つなげられるようリスクのスクリーニングを行

い、把握に努め、かかわりの視点を持ってリスク

フォローを行っていた。特に国外では、妊娠中か

らハイリスクと判断された母子に対しては早急に

多職種が連携し個別面談をしたり、産前から看護

師や保健師のみならず介護福祉士なども頻回な家

庭訪問を実施したりというように、国外特有の取

り組みが対象文献中 2 件の文献（Jahanfar,2014; 

Sharps,2008）で見られた。〈母親役割・父親役割

獲得に向けた援助〉や〈保健施設と医療施設が連

携した継続支援〉では父母に胎児エーを見せたり

共通の媒体を使用して情報共有を行ったりしてい

た。〈保健施設でのフォローアップシステムの改

良〉では、スクリーニングの基準やリスクアセス

メントのポイントなどを改訂し、システムを構築

し方針を定める」 ( 上別府 , 2010) というような支

援が見られた。リスク判断後は継続的なかかわり

を持つことは国内外共通していた。

２）【分娩期から産褥期におけるリスクの軽減】

医療施設における支援が挙げられ 5 つのサブカ

テゴリーが導き出された。主に、〈産婦と家族が

児を受容できるようなかかわり〉において、分娩

台の上で新生児を母親に抱かせたり家族と新生児

との面会を自由にしたりというようなかかわりが

見られた。〈MSW等と連携した経済的不安の解消〉

では入院費の支払い猶予の手続きをしていた。〈虐

待のリスクが極めて高い褥婦と家族の意向に沿っ

た対応〉では家族と医療従事者とで治療方針を考

える姿勢が見られた。〈虐待が疑われる際の迅速

な他部署との連携〉や〈退院後の相談窓口の設定
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と、保健センターへの橋渡し〉では地域施設への

橋渡しを行ったり対象者自身に保健施設の職員と

の面談をすすめたりしていた。

３）【育児期におけるリスクの悪化防止】

7 つのサブカテゴリーが導かれた。3 つの文献か

ら〈出産した医療施設における他機関への働きか

け〉というように、出産した医療施設を退院した

後にも継続的な支援を行っているケースが 5 事例

記載されていた（中尾 , 2001）。また虐待発生の

リスクが高くなった場合には迅速に他機関へ連絡

をとっていた。〈出産した医療施設における母親

役割の再獲得の促し〉では看護スタッフや臨床心

理士が「母親に育児支援の必要性を表現してもら

う」「母親には、過去の心の傷を言語化させる」

（江原 , 2009）といったケアを行っていた。〈保

健センターのスタッフの対象者への配慮〉では独

自のツールを使用しながらリスクの把握に努め、

〈保健センターにおける親子のつながりを促す支

援〉では「赤ちゃんマッサージなどを取り入れた、

親子のふれあいを促進する事業の実施」( 江原 , 

2009) をしていた。〈医療施設と保健センターの

継続的な支援に向けたシステム作り〉では医療施

設や保健施設の協働システム構築の働き、さらに

〈共通媒体を使用した情報の共有〉では対象者へ

 カテゴリー サブカテゴリー（論文著者名） 
妊娠期におけるリスク

の早期発見と対応 
医療機関でのリスクの早期発見（澤田） 

リスクのある妊婦への初期対応の工夫（上別府,江原,Jahanfar,Sharps） 
医療施設でのリスクのある妊婦への他職種によるかかわり(上別府,二宮,中尾,Sharps) 

母親役割・父親役割獲得に向けた援助（江原,澤田） 

保健施設と医療施設が連携した継続支援（上別府,江原） 

保健施設でのフォローアップシステムの改良（上別府） 

分娩期から産褥期に 
おけるリスクの軽減 

産婦と家族が児を受容できるようなかかわり（江原,澤田,中尾,廉田） 

MSW等と連携した経済的不安の解消(廉田) 

虐待のリスクが極めて高い褥婦と家族の意向に沿った対応(若園) 

虐待が疑われる際の迅速な他部署との連携(二宮,若園,中尾) 

退院後の相談窓口の設定と、保健センターへの橋渡し(二宮,廉田,中尾) 

育児期における 
リスクの悪化防止 

出産した医療施設における他機関への働きかけ（江原,廉田,中尾） 

出産した医療施設における母親役割の再獲得の促し(江原,二宮,廉田,中尾) 
保健センターでの健診・訪問時のリスクの早期発見(上別府,鈴宮) 

保健センターにおける親子のつながりを促す支援(上別府,江原) 

保健センターのスタッフの対象者への配慮(江原) 

共通媒体を使用した情報の共有(上別府,鈴宮) 

医療施設と保健センターの継続的な支援に向けたシステム作り(上別府,江原) 

乳児虐待発生後の 
再虐待防止 

児の受診先でのリスクの早期発見と対処(江原) 

児の受診先での被虐待児への治療と支援(二宮) 

出産した医療施設での加害者への支援(二宮,Macmillan) 

地域施設における加害者との継続的なかかわり(上別府,江原,二宮,中尾) 

虐待発生を想定した役割分担とその実施(江原,廉田,中尾) 
支援者への継続的な 
フォロー 

医療施設または保健施設の職員のスキルの向上(上別府,Macmillan) 

ケアを提供した職員へのメンタルフォロー(上別府) 
虐待リスクのある対象者への接し方の教育(上別府) 

 

表 1．周産期における乳児虐待防止の実態 
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のかかわりに配慮し情報の共有を円滑に行ってい

た。

４）【 乳児虐待発生後の再虐待防止】　

育児期の乳児虐待発生後の医療施設における支

援では５つのサブカテゴリーが導き出された。〈児

の受診先でのリスクの早期発見と対処〉のように、

地域における医療施設のスタッフが「開業医の役

割としては、まず基礎疾患をすべて理解したうえ

で受け入れる」、( 江原 , 2009) というような児の

基礎疾患の理解を踏まえた支援を行っていた。〈児

の受診先での被虐待児への治療と支援〉では国内

では医療施設のスタッフによる児の基礎疾患の治

療も行なわれていた。〈出産した医療施設での加

害者の支援〉では看護スタッフが主体となり「DV

をしている親（父親）と個別面接を行い、親の成

育歴や思いを引き出す」( 二宮 , 2005）ケアをし再

発の防止を加害者自ら行うことができるように支

援していた。国外では出産した医療施設退院後に

看護スタッフが家庭訪問を実施するというような

支援が見られた。〈地域施設における加害者との

継続的なかかわり〉では保健施設の保健師が出産

した医療施設から退院した加害者の情報を受けか

かわりを絶やさないようにしていた。そして〈虐

待発生を想定した役割分担とその実施〉では医師

とともに保健施設の保健師がともに対応する場面

が見られた。

５）【支援者への継続的なフォロー】

医療施設および保健施設における 3 つのサブカ

テゴリーが導き出された。国内外問わず、〈医療

施設または保健施設職員のスキルの向上〉のよう

に「自宅へ訪問する医療機関の看護師の能力を向

上させる」（Macmillan, 2000）、「管内の保健師、

助産師、保育士、福祉関係者、教師などを対象と

した研修を行う」( 上別 , 2010) といった取り組み

が見られた。さらに〈ケアを提供した職員のメン

タルフォロー〉のように職員がカウンセリングを

受けられるよう環境を整えたり、〈虐待リスクの

ある対象者への接し方への教育〉ではスタッフ同

士のケース会議や研修を実施しているところも見

られた。

Ⅳ．考　察

１．乳児虐待防止の実態
虐待のリスクをもった当事者およびその家族に対

しては継続的なかかわりをもつという点については

周産期全体に共通していた。継続的なかかわりがも

てるようなシステムの構築について、分娩期や産褥

期といった医療施設に入院している時期以外の地域

にて生活している時期に行われたと考えられた。

１）妊娠期におけるリスクの早期発見と対応

妊娠期では、地域の保健施設と医療施設のスタッ

フが各々または協働してリスクの把握と対応につ

とめていた。虐待のリスクのある親には幼少時に

虐待を受けた経験のある者が多くその他の精神疾

患や孤立家庭など様々な要因を持っており虐待の

発生は親子関係 ( 母子関係 ) の破たんから生じると

いわれている ( 大田 , 2009)。そのため〈医療機関

でのリスクのある妊婦への多職種によるかかわり〉

を行いながら、〈母親役割・父親役割獲得に向け

た援助〉を継続して行う必要がある。対象者から

のかかわりの断絶を予測し妊娠期からかかわるこ

とが重要である。「地域での子ども虐待予防の支

援ネットワークを構築することが現実的な対応に

つながる」（小泉 , 2005）ため、地域の特性を活

かしたフォローアップシステムが作られていくこ

とが重要である。親となる対象者の基礎疾患の治

療および精神的なフォローを包括的に行っていく

ことが必要と考える。

２）分娩期から産褥期におけるリスクの軽減

分娩期および産褥期では主に医療施設のスタッ

フがリスクのフォローをし育児期を見据えた支援

を行っていた。特に〈産婦と家族が児を受容でき

るようなかかわり〉、〈MSW 等と連携した経済的

不安の解消〉において具体的なかかわり方につい

ての記述が見られ今後も継続していくことが必要

と考える。また一定の期間入院することから、医

療従事者と対象者が密接にかかわりを持つことが

でき信頼関係を構築することが可能といえる。そ

のため虐待のリスクを持つ対象者のみならず家族

への支援も行いやすい。児の安全を十分に考慮し

たうえで虐待のリスクを持った対象者とその家族

が児を受容し、地域での生活、育児につなげてい

くことがスタッフに求められている。そして妊娠

期から継続して対象者の治療や精神的フォローを

行う。一方、「チームで行う児童虐待対応～病院

のためのスタートアップマニュアル～」( 東京都福

祉保健局 , 2009) では、病院内での児童虐待対策委

員会として CAPS（院内虐待対策委員会）の設置と

運営について述べている。CAPS や対応についての
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マニュアルが整備されていても医療施設すべてに

設置され機能しているとは言い難い。CAPS の周知

をすすめるとともに、医療施設の規模や地域の特

性を踏まえた取り組みを行えるようにすることが

必要となる。

３）育児期におけるリスクの悪化防止

出産や健診等、何らかの理由で対象者がかかわっ

た施設を拠点として支援がなされていた。「虐待

が発生する要因として考えられるマイナスのカー

ドは、経済不安、親準備性、夫婦関係などいくつ

か挙げることができるが、これらのマイナスのカー

ドひとつのみでは虐待は絶対に起きない」と小泉

(2005) は述べている。ゆえにこれらの要素が揃わ

ないよう働きかけることが効果的と考えられる。

地域で生活を営む期間が長くなればなるほど虐待

は潜在化すると考えられ虐待のリスクは極めて高

いが介入が困難となる。虐待のリスクのある対象

者と接触した場合には、出産施設、地域の保健施

設、地域の医療施設との連携を強化する。国内で

も対象者と家族への介入の機会を多く設けていく

必要がある。特定の保健施設のみや医療施設のみ

が継続的に支援を行うことは困難であるため出産

した医療施設におけるスタッフと地域の保健施設

のスタッフの情報の共有、支援体制の強化のみな

らず、可視化を目指し、ケアが提供しやすい状態

にする必要がある。

４）乳児虐待発生後の再虐待防止

小泉 (2005) は、「子ども虐待が起きてしまって

からの再虐待防止や、児や親に対する心のケアは、

難しいことが多く、しかも長期にわたる支援が必

要となる」と述べている。ゆえに乳児虐待発生後

においては最も継続的なかかわりを必要とする。

虐待が発生したと判断された場合はすぐに、虐待

した者と虐待された者へのケアを同時に行ってい

くことも必要となる。

５）支援者への継続的なフォロー

上別府 (2010) は自身の研究において、先進的な

取り組みをしている施設でのみ調査していると述

べていることから、全国にあるすべての保健施設

が支援者へのフォローを行えているとは言い難い

と考えられる。先述の CAPS について支援者への

フォローに特化したマニュアルは整備されていな

い。今後虐待のリスクを拾い上げることのできる

スタッフや虐待防止に特化したスタッフを育成で

きるようなシステムづくりが必要と考える。さら

にリスクの早期把握と対処を担うスタッフが継続

して働くことができるような職場環境の調整が今

後課題となる。

　

２．現場への示唆
１）対象者の拒絶を予測した多様なかかわり

妊娠期、分娩期、産褥期、育児期各期において、

どの施設も連携をとりながら支援を継続するよう

にしていた。しかし虐待のリスクをはらんでいる

対象者は「家のことだから相談しにくい、ばれる

とこわいから職員とかかわりを持たない」と言う

ことがある（女性のためのＤＶ相談室 , 2011）。

このことから、地域で生活を営む対象者からの意

図的な拒絶が、支援の断絶につながり対象者およ

び児の予後が分からなくなることがある。最初に

かかわりを持った時期がいつであろうと、拒絶を

予測した対応をする必要がある。

２）看護職者の虐待のリスクを発見するための能力

の向上とフォロー

ケアを提供する医療従事者は、リスクにばかり

目がいきがちであるが、対象者の予備能力の評価

も重要である。ゆえに病院内での実践的な防止策

について研究の余地があると考えられる。	

３．本研究の限界と今後の課題
今後、社会福祉をはじめ他の分野からも乳児虐待

防止の実態について情報収集し研究を進めていく必

要がある。また、国内と国外とは入院期間や妊婦健

診等のシステムに大きな違いがあるため、同じよう

に比較することは難しかった。文献研究で得た示唆

および介入後の研究を踏まえ、エビデンスを蓄積す

る必要がある。

Ⅴ．結　論

本研究では、周産期における乳児虐待防止の実態に

ついて以下の結論を得た。

１．かかわった時期がいつであろうと、かかわりの断

絶を予測したうえでのリスクの早期発見と対応を行

う。

２．他施設、および多職種における連携を強化できる

ようなシステムやツールを開発する。

３．虐待問題に特化した看護職者の能力の向上とフォ

ローシステムの構築を行う。
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